
平 成 30 年 度 

予算の全体像 
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平成30年度当初予算
予算の全体額

● 平成30年度の一般会計予算は1,389億円となり、国民健康保険事業会計、後期高齢者
医療会計、介護保険会計の３つの特別会計を合わせた全体の予算総額は、1,844億円と
なりました。

区の予算は、区の基本的な活動に必要な経費を計上した根幹となる会計（一般会計）が約
75％、国民健康保険や介護保険などの保険医療に関する会計（３つの特別会計）が約25%
の割合を占めています。

詳細はP28

合 計

一 般 会 計

区 分

国 民 健康 保険
事 業 会 計

後 期 高 齢 者
医 療 会 計

介 護 保険 会計

△14.8％1,844億3,182万２千円 100.0% 2,165億3,574万９千円 100.0% △321億392万７千円

1.1%

159億5,898万１千円 8.7% 168億1,856万２千円 7.8% △８億5,958万１千円 △5.1％

53億7,166万５千円 2.9% 53億1,377万８千円 2.5% 5,788万７千円

対前年度比較

増減額 増減率

1,388億8,000万円 75.3% 1,661億5,000万円 76.7% △272億7,000万円 △16.4%

242億2,117万６千円 13.1% 282億5,340万９千円 13.0% △40億3,223万３千円 △14.3％

当初予算額 構成比

30年度 29年度

当初予算額 構成比
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その他経費※
681 億円 49.1％ 
 ※委託料や備品購入費、

 施設の維持補修費など 

義務的経費 
455 億円 
32.7％ 

投資的経費 
252 億円 
18.1％ 

扶助費 

人件費 

公債費 

○ 歳出経費を経済的機能（性質※手段）によって、人件費、物件費等に分類し、性
質別歳出を分析することで、財政の弾力性やどのような手段で行政目的を達成し
ようとしているかが分かります。 

性質別歳出の内訳 ●義務的経費  
法令の規定やその性質上、支出が義務付けら 

れているもので、任意に削減できない経費 

※割合が高いと財政の弾力性が低い 

・人件費：職員の給料などの経費 

・扶助費：生活保護や各種福祉などの経費 

 ・公債費：区債の償還や利払いの経費 

●投資的経費  
施設の建設など支出効果が長期間にわたり、 

いわゆる資本形成につながる経費 

性質別歳出
詳細は P31
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「地域共生社会」とは、「制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」と
いう関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、
人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らし
と生きがい、地域をともに創っていく社会」（厚生労働省）です。

当面の区政運営の方向性

当面の区政運営の方向性

総合支所を中心に、地域の課題を皆で解決し、お互いに支え合う、地域の誰もが
安全に安心して心豊かに暮らすことができる港区ならではの地域共生社会の実現

● 港区ならではの地域共生社会
○ 区民を取り巻く様々な課題に対し、迅速かつ的確に対応していくためには、
行政の力だけでなく、区民や地域の多様な主体の参画を得ながら、地域が一丸
となって地域の皆を共に支え合っていくという仕組みを構築していく必要が
あります。

○ 「区役所・支所改革」や「参画と協働」により築いてきた、区の人材、資源
などの強みを生かした行政運営を行い、自治体を牽引するトップランナーと
して、全国の模範となる地域共生社会の実現をめざします。

地 域 共 生 社 会

予算編成の考え方と当面の区政運営の方向性

平成30年度予算は、

として編成しました。編成方針に掲げた３つの重点施策に優先的に財源（税金
など）を振り分け、港区基本計画の後期３年のスタートを大きく踏み出します。

地域共生社会をめざして、安全・安心を基盤に、
活力と笑顔あふれる港区の未来へ大きく踏み出す予算 

予算編成の考え方

安全・安心に過ごせる快適でにぎわいあるまちへの取組
全ての子どもたちを健やかに育むまちへの取組
健康で心豊かにいきいきと暮らせるまちへの取組

３
つ
の
重
点

待機児童解消
働き盛り世代の健康を守る
東京2020大会への取組

全
力
投
球
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全力で取り組みます！！

待機児童解消や保育環境の充実に向けた取組

詳細はP６,７

東京2020大会に向けた取組

詳細はP10,11

7,006 7,279
7,856

8,395

＜保育定員拡大＞
Ｈ29→Ｈ30：577人
Ｈ30→Ｈ31：539人

区立認可保育園等の整備・定員拡大

私立認可保育園等の誘致

自宅への訪問保育、入園マッチング

定
員
拡
大

質
の
向
上

ＩＣＴによる保育業務支援

保育士等のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ補助

病児保育事業の充実

全力投球!!

● 企業等との連携による２年前、500日前イベント実施

● 障害のある方もスポーツしやすい
環境づくりと普及啓発

● 港区ならではの文化プログラム推進

● バリアフリーの推進

H28 H29 H30 H31
※各年度４月１日時点の保育定員数

働き盛り世代の健康をトータルで守る取組
詳細はP８,９

● 早期発見の推進(受診期間延長等）

早期発見から
緩和ケアまで

総合的ながん対策推進

● 身近な医療機関での健康診査● 禁煙外来治療費助成

全力投球!!

● がん在宅緩和ケア支援センター開設(Ｈ30.4月) ● 緩和ケア、就労・社会参加支援
● 自殺対策、精神保健福祉相談

● 港区マラソンの開催（Ｈ30.12月初開催）

全力投球!!

(年度)
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     待機児童解消や保育環境の充実に向けた取組

● 入園相談や待機家庭への支援の充実 
○ 待機児童解消に向けた保護者への支援や保護者の利便性向上を図るため、保護者 
 の意向を踏まえたきめ細かな入園相談や入園マッチングなど、様々な待機家庭へ 
のフォローを行う保育コンシェルジュの配置を現在の１名から３名に拡大します。 

区立認可保育園の定員拡大や港区保育室の開設、私立認可保育園等の開設によ

り、平成 30 年４月の保育定員を平成 29 年４月から 577 人拡大し、7,856 人にしま

す。また、保育の質を確保しつつ更なる保育定員の確保に向け、区立認可保育園

の整備や私立認可保育園等の誘致など、待機児童解消に向けた取組を推進します。 

保育定員拡大に向けた取組 

※保育定員と待機児童数は、各年度４月１日時点の人数です。

主 な 取 組

168
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これまでの保育定員拡大の取組

●待機児童解消を最重点課題と捉えた様々な
手法による積極的な取組

等

区立認可保育園開設 港区保育室設置

私立認可保育園等の誘致

＜保育定員拡大＞
Ｈ29→Ｈ30：577人
Ｈ30→Ｈ31：539人

一
層
推
進

・（仮称）元麻布保育園・青山保育園の整備 
・港区保育室の整備  
・私立認可保育園等の誘致、 
保育施設マッチング事業の実施  

・居宅訪問型保育事業の実施  ・保育コンシェルジュの充実 
・多様な勤務形態に合わせた保育の拡充（みなと保育サポート事業） 

全力投球!!
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○ 区立認可保育園及び私立認可保育園等における保育士の業務負担軽減を図ること 

で、子どもと向き合う時間を確保し、更なる保育の質の向上を図るため、登降園管理 

や書類作成等の保育業務を支援するシステムの導入によるＩＣＴ化を推進します。 

○ 地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和して子どもの健や 

かな育ちを支援するため、平成30年４月にあっぴぃ白金台を開設し、親子で集える 

場所の提供と家庭の事情に合わせて乳幼児を一時的に預かる事業を充実します。 

○ 認可保育園や港区保育室、認定こども園等に兄や姉が在園する場合、保育園に 
在園している第２子以降の保育料の無料化を実施しています。 

・子育てひろば、乳幼児一時預かり事業の拡充  

・病児保育事業の拡充   

・訪問型病児・病後児保育サービスの利用料助成 

・認可保育園保育料と認証保育所、 
認可外保育施設保育料の差額助成 

・認可保育園や港区保育室等の第 2子以降の保育料無料化   

・自宅への派遣型一時保育の実施 

保育の質の向上に向けた取組 

主 な 取 組

・区立認可保育園への保育業務支援システムの導入 

・私立認可保育園等への保育業務支援システム導入費用補助    

・私立認可保育園等への建物賃借料補助      

・私立認可保育園の運営支援   

・保育士等のキャリアアップに向けた取組への補助   

・保育士等の宿舎借り上げ費用の補助 

・私立認可保育園等の特別保育事業（延長保育や障害児保育等）への補助 

子育て環境の充実に向けた取組 

主 な 取 組
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働き盛り世代の健康をトータルで守る取組

働き盛り世代が健康でいきいきと仕事に取り組めるよう、各種がん検診の受診

期間を２か月延長するほか、平成 30 年４月にがん在宅緩和ケア支援センターを開

設し、がんの早期発見から緩和ケアまで総合的ながん対策を推進します。また、

30 歳代を対象とした区民健康診査（30（さんまる）健診）の受診機会を拡大する

など、生活習慣病等の予防・改善に向けた積極的な取組を支援します。 

がん患者・家族支援 

○ がん患者とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、 
平成 30年４月にがん在宅緩和ケア支援センターを開設します。 

○  がん患者の就労継続や社会参加を支援するため、緩和ケアや治療によって 
生じる外見の変化に関する相談受付、ハローワークと連携した就業支援、患 
者・家族が気軽に交流できる場の提供を行います。 

がんの早期発見の促進 

就労継続・日常 
生活相談支援 

外見ケア
(ウィッグ・胸部 
補整具購入補助)

○  港区における死亡原因の第一位であるがんから区民の生命を守るため、各種 
がん検診の受診期間を２か月延長し、受診機会の拡大による受診率向上を図る 
など、「がん対策推進アクションプラン」に基づき、がんの早期発見を一層 
促進します。 

がん在宅緩和ケア支援センター 

全力投球!!
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生活習慣病等の予防・改善 

○ 30 歳代から 50歳代の働き盛り世代が健康でいきいきと仕事に取り組めるよう、 
30歳代を対象とした区民健康診査（30（さんまる）健診）や骨粗しょう症検診を 
区民に身近な医療機関等で実施します。 

○ 民間企業等と連携し、働く人たちのライフスタイルを踏まえた普及啓発活動を 
展開します。 

受動喫煙防止対策 

○ 受動喫煙による健康被害を防止するため「みなとタバコ対策優良施設ガイド 
ライン」に基づき、飲食店を中心とした屋内における受動喫煙防止対策を推進 
します。 

○ 子どもたちへの受動喫煙による健康被害防止と、子育て・働き盛り世代の健康 
づくりを支援するため、禁煙を希望する子どもや妊婦と同居している区民の禁煙 
外来治療費を助成します。

こころの健康づくり 

○ 身体の健康に併せ、こころの健康に対する理解を深めるための講演会等の 
開催やライフステージに応じた相談事業を実施します。 

○ 自殺対策推進計画を改定し、これまでの普及啓発や未遂者支援、家族支援等 
に加え、勤務問題による自殺対策や若者の自殺対策に重点的に取り組みます。 
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東京 2020 大会に向けた取組 

東京 2020 大会の開催を最大の好機と捉え、障害者スポーツの振興や港区ならで

はの文化プログラムの推進、国際化やバリアフリー化など、大会後のレガシー創出

を見据えた施策を積極的に展開します。 

スポーツを「する」「みる」「支える」文化の定着  

○ スポーツを「する」「みる」「支える」文化の定着に向け、障害者スポーツ
の振興などに積極的に取り組みます。 

平和と人権が尊重され共に支え合うまちの実現  

○ 子どもから高齢者まで、国籍、障害の有無にかかわらず一緒になって楽し
めるイベントとして、港区マラソンを新たに開催します。 

○ 外国人観光客の増加やパラリンピックを見据えて、外国人、障害者の人権 
などをテーマとした人権啓発講座や人権意識調査を実施します。 

全力投球!!
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誰もが豊かな文化芸術に親しむ環境の充実  

○ 東京 2020 大会に向け、区に住み、働き、学び、訪れる全ての人が文化芸術を 
通じて交流し、新たな文化や価値が創造され、世界に発信されることをめざし、 
区内文化芸術団体と連携した港区ならではの文化プログラムや文化プログラム連 
携事業ガイドブックを作成などを実施します。 
※文化プログラム：オリンピック憲章において、「オリンピック村の開村から閉村までの期間、文化的な 

イベントとして『文化プログラム』を催すこと」が定められており、東京、港区だけでなく、全国で実施 

されています。 

誰もが快適に過ごすことができるまちの実現   

○ 東京 2020 大会に向け、道路整備、電線類地中化、快適なトイレ整備や歩道
の段差解消など、地域の実情に応じたバリアフリー化を推進します。また、
道路の遮熱性舗装やクールスポット設置など、都市部特有の暑さ対策を推進
します。 

○ 観光客などの増加を見据え、みなとタバコルール、客引き防止など誰もが安
全・安心に快適で過ごしやすいまちのルールを徹底します。 
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